
　

第43回定時株主総会招集ご通知に際しての
　

インターネット開示事項

第43期（2020年１月１日から2020年12月31日まで）

計算書類の個別注記表

上記事項につきましては、法令および当社定款第15条の規定に基づき、
インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.cy-com.co.jp/）
に掲載することにより、株主の皆様に提供しているものであります。

　
サイバーコム株式会社
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個 別 注 記 表
　
（重要な会計方針に係る事項）
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）たな卸資産の評価基準及び評価方法

商 品 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法)
仕掛品 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法)

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ５～39年
工具、器具及び備品 ５～15年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
市場販売目的のソフトウェアは、見込販売期間（３年以内）における見込販

売数量に基づく償却額と販売可能な残存有効期間に基づく均等配分額を比較し、
いずれか大きい額を償却しております。
自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によって償却しております。
（3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法を採用

しております。
3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。
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（2）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事

業年度に見合う分を計上しております。
（3）役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業
年度に見合う分を計上しております。

（4）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込
額に基づき、計上しております。
（イ）退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間
に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。
（ロ）数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発
生の翌事業年度から費用処理しております。

（5）役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。
（6）工事損失引当金

受注制作ソフトウェア開発に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末に
おいて損失の発生が見込まれ、かつ、金額を合理的に見積もることができる契
約について、損失見込額を計上しております。

4. 収益及び費用の計上基準
受注制作ソフトウェア開発に係る収益及び費用の計上基準
受注制作ソフトウェア開発契約のうち、当社の定めた基準に該当し、当事業

年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約については工事
進行基準（ソフトウェア開発の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の契
約については工事完成基準を適用しております。
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5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理方法
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 305,168千円
2. 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務
関係会社に対する債権債務の明細は次のとおりであります。
短期金銭債権 2,047,931千円
短期金銭債務 59,722千円

（損益計算書に関する注記）
1. 関係会社との取引高
関係会社との取引に係るものは次のとおりであります。
売上高 581,981千円
その他営業取引 17,326千円
営業取引以外の取引（収益） 3,382千円
営業取引以外の取引（費用） 144,544千円

　
（株主資本等変動計算書に関する注記)
1. 当事業年度の末日における発行済株式の総数
　

株式の種類 当事業年度
期首の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
の株式数

普通株式 8,021,600 株 － 株 － 株 8,021,600 株
　 　
2. 当事業年度の末日における自己株式の数
　

株式の種類 当事業年度
期首の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
の株式数

普通株式 766 株 10 株 － 株 776 株
（変動事由の概要）
単元未満株式の買取りによる増加 10株
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3. 配当に関する事項
(1)配当金支払額
2020年２月12日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。
・普通株式の配当に関する事項
（1）配当金の総額 136,354千円
（2）１株当たり配当額 17円
（3）基準日 2019年12月31日
（4）効力発生日 2020年３月23日
（注）配当の原資については利益剰余金といたします。

　
(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度とな
るもの
2021年２月８日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。
・普通株式の配当に関する事項
（1）配当金の総額 144,374千円
（2）１株当たり配当額 18円
（3）基準日 2020年12月31日
（4）効力発生日 2021年３月19日
（注）配当の原資については利益剰余金といたします。
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
　

賞与引当金 218,554千円
未払事業税 14,804千円
退職給付引当金 628,375千円
役員退職慰労引当金 9,800千円
一括償却資産償却限度超過額 8,938千円
その他 21,569千円
繰延税金資産小計 902,043千円
評価性引当額 △352千円
繰延税金資産合計 901,691千円

　
（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については元本価額の維持及び流動性の確保を図りつつ
安定した収益確保を目指し、安定運用を行うことを基本方針としております。
また、資金調達については、銀行借入による方針です。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクに晒されており

ます。当該リスクに関し当社では、与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管
理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を毎期把握する体制と
しております。
短期貸付金は、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）を利用した

余裕資金の運用によるものであります。
営業債務である買掛金は、全て１年以内の支払期日であり、その決済時にお

いて流動リスクに晒されております。当該リスクに関し当社では、各部署から
の報告に基づき毎月資金繰計画を作成、更新する等の方法によりそのリスクを
回避しております。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
2020年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。
（単位：千円）

　

貸借対照表計上額 時 価 差 額
（1）現金及び預金 919,625 919,625 －
（2）受取手形 79,136 79,136 －
（3）売掛金 3,038,225 3,038,225 －
（4）短期貸付金 1,994,963 1,994,963 －
（5）長期貸付金 1,410 1,410 －

資産計 6,033,361 6,033,361 －
（1）買掛金 477,616 477,616 －

負債計 477,616 477,616 －
　

（注１） 金融商品の時価の算定方法に関する事項
資 産

　

（1）現金及び預金、（2）受取手形、（3）売掛金、（4）短期貸付金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。
(5) 長期貸付金

長期貸付金は、従業員に対するものであり金額に重要性がないため、当該帳簿価額によっ
ております。
負 債

　

（1）買掛金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。
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（注２）金銭債権の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

　

１ 年 以 内 １年超５年以内
（1）現金及び預金 919,625 －
（2）受取手形 79,136 －
（3）売掛金 3,038,225 －
（4）短期貸付金 1,994,963 －
（5）長期貸付金 － 1,410

合 計 6,031,951 1,410
　

（賃貸等不動産に関する注記）
1．賃貸等不動産の状況に関する注記
当社は、神奈川県において賃貸オフィスビルを所有しております。なお、賃貸オ
フィスビルの一部については、当社が使用しているため、賃貸不動産として使用さ
れる部分を含む不動産としております。
当事業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は△899千円（賃貸収益
は売上高に、賃貸費用は売上原価に計上）であります。

2．賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

貸借対照表計上額 決算日における時価
賃貸等不動産 190,999 240,076

賃貸等不動産として使用される
部分を含む不動産 1,966,583 3,041,142

（注）1．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
2. 時価の算定方法
社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書等に基づいて自社で算定した金額（路線

　 価を用いて調整を行ったものを含む。）であります。
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（関連当事者との取引に関する注記）
1. 親会社及び法人主要株主等

（単位：千円）
　

種類 会社等
の名称 所在地

資本金
又 は
出資金

事業の
内容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社富士ソフト株 式 会 社
神奈川県
横浜市中区 26,200,289 情報サービス事業

（被所有）
直接
51.89％

当社製品
の販売等

ソフトウェア
開発売上高等 529,052 売掛金 46,105

資金の貸付
資金の貸付 1,147,553

短期
貸付金 1,994,623資金の回収 449,714

利息の受取 3,382
　

（注）1. 上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等
が含まれております。

2. 取引条件及び取引条件の決定方針等
ソフトウェア開発売上高等については、市場価格を参考として当社と関連を有しない
会社と同様に決定しております。資金の貸付については、ＣＭＳ（キャッシュ・マネ
ジメント・システム）による取引であり、金利は市場金利を勘案して合理的に決定し
ております。また、取引金額においては純額で表示しております。

3. ソフトウェア開発売上高等には当社保有不動産賃貸に関する売上高が含まれておりま
す。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 683円77銭
2. １株当たり当期純利益 68円45銭
　

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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